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1　はじめに

　1990年代の目本経済は「失われた10年」（（経済審議会、1998）とも言われ

たが、西暦2000年を迎えて日本経済は最悪の時期を脱し、ようやく上向いて

きたと言われている。日本は80年代には情報化ではアメリカに迫る勢いを見

せながら90年代始めのバブル経済崩壌以降、設備投資は急激に減少し、情報

化投資も激減した。

　91年2月平成景気のバブル崩壌以降、93年10月まで32ヶ月連続の景気後退

を続け、公共投資の増加などによって97年春からは緩やかな回復を見せたが、

相次ぐ金融不祥事などのバブルの後遺症が表れ、97，98年実質GDP（国内総

生産）は2年連続後退している。実質GDP動向の特徴としては、堅調な拡

大が見られない、民問消費支出の基調が弱い、公的需要の増減の影響が大き

い、回復初期に輸入増大が続く、設備投資が牽引力に欠ける、などがあげら

れる。そしてハフル崩壊の後処理に追われ、民問設備投資が長期低迷し、情

報化の分野でも致命的な出遅れを生み出した。

　設傭投資は需要項目として現在の景気動向に影響を与えるだげでなく、そ

の蓄積が将来中長期的にサプライサイドに影響するのである。95～96年にか

けては増加基調だったが、97年以降、税制改革や金融破綻などにより失速、

非製造業の冷え込み、中小企業の不振（特に中小企業での債務負担の増加、

バラソスシートの悪化が設備投資にマイナス影響を与えた）、目本の設傭投
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資が減速し不況局面に入ったことは、90年代にサプライサイドの再構築が進

まなかったことを意味し、経済活力維持の観点からは致命的と考えられる。

　経済杜会の構造的な変化は、それを支える技術体系の革新によってもたら

され、最終的には雇用面の構造変化へと影響が及んでいくとするならば、こ

の面でのアメリカとの差は歴然としている。

　また、公共投資による需要の増加が民間主導の自皿的景気拡大に結び付か

ないというのも90年代日本経済の特徴であった。

　この設備投資の行方を左右するのが、イソターネットの普及を支えてきた

情報通信設備だ。特に1998年、99年と抑えられてきた情報関連投資が90～97

年の平均伸び率を回復すると、98年度設備投資額の3．4％分の押し上げ効果

が今後三年問期待できると試算されている。とにかく「情報革命」をてこに

した景気浮揚が期待されているのである。

　一方のアメリカ経済は1990年代に入ってコソピュータやイソターネットな

どの情報化投資が増え、これが需要の側面から景気拡大に貢献しただけでな

く、供給の面（サプライサイド）を活性化させ、労働の生産性を高め長期的

な景気拡大を生み出したと言われている。1

1　アメリカ経済は90年のリセッション以降、今日に至るまで9年に続く長期的な拡大を続げて

いる。そして経済成長を牽引しているのが設備投資であり、特に情報化投資の貢献度は高いと言

われている。90年代の前半時期、情報化投資は労働生産性を上昇させたが、「労働代替型設備投

資」（人問を機械と交代させる）という側面が強く、90年代前半の景気回復期には失業率の増大、

特に大量のホワイトカラーのレイオフといった側面も生み出した。いわゆるr雇用なき回復」と

いわれる時期である。情報通信産業はGDP（国内総生産）構成比でも寄与率でもその割合を増加

させているが、影響力係数（他の産業への需要拡大効果）や、労働生産性の上昇によって雇用誘

発効果は小さい、ということが統計上も明らかになっている。　しかしながら、情報化による労

働生産性の上昇は他産業における生産効率の拡大、利潤率の増加につながり、これが産業全体の

投資拡大につながっている。そして、90年代の後半からは雇用情勢の回復、所得格差の問題の改

善も見受けられる。

　これがさらに景気循環の波も消失させた、というのが「ニューエコノミー」論である。もちろ

ん景気循環の波が完全に無くなったわけではないが、目本の経済と対照的な90年代のアメリカの

景気拡大は情報化投資を抜きには語れない。そして、90年代に入ってのアメリカ経済成長の背景

には次に見る情報スーパーハイウェイ構想やNmこ代表されるようなコソピュータ・ネットワー

ク網の整備と、ECやCALSなど、これを利用したビジネス活動の革新と活況があったのである。
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　2000年に入っての目本経済の回復もこの情報化を基軸とした設備投資に期

待がかけられているのである。

　だがこの設備投資も、生産構造の変革をもたらしrサプライサイド」を変

革するものでなければ、従来の公共投資と同様に「無駄な」投資となり、他

の産業に連関をもたらさず、杜会生活に対しても大きな効用をもたらすこと

なく、後世にそのツケを回すことになる。特にこの情報化投資には規制緩和

などによって「民間の活力」が期待され、実際にも導入されており、それだ

けにそのツケが政府の財政だけでなく民間の産業連関にもたらされること

は、21世紀の日本経済にとって致命的な打撃を与えることになるだろう。

　イソターネットを中心としたビジネスの面でみても、インターネットのビ

ジネス利用が始まった1995，96年はr第一次情報革命」とも言われ、ここで

は企業中心のパソコソネットワークが大きな広がりを見せた。企業問の電子

商取引、いわゆるB　to　B（Bus1ness－to－Bus1ness）が中心であった。今後もこ

の趨勢は変わらないであろう。

　一方、企業と消費者の問の取り引きはB　to　C（Bus1ness－to－Consumer）と

呼はれる。成長の度合い、取引規模を見ると圧倒的に削者のほうが大きく、

この趨勢は当面変わらない。しかし、徐々に後者のB　to　Cも変わってくる

ことが予想されている。（図一1、および図一2参照。いずれも『平成11年

度版通商白書』より）
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図一1　B　to　B電子商取引市場規模の推移
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　図一2　B　to　C電子商取引市場規模の推移

　そして情報化投資の効用を最大限に発揮しようとするならば、このB　to

C、すなわち消費者主体の第二次情報革命が必要とされるのである。

　この世代を超えた情報化投資とその効用の問題は非常に重要な間題であ

り、明確なプラソと綿密な分析が必要であるが、もう一つ忘れてはならない

のは、この情報化投資にr民間の活カ」が導入されることによって、企業間、

地域問、そして労働者問の競争が激化し、現状でも拡大しつつある各種の格

差が、今後も広がっていくことである。

　そこで、本稿では、情報化投資による地域問格差を克服し、またひるがえ

って先の情報化投資の効用を地域におけるイソターネット・ビジネス、地域

経済、さらには地域のコミュニティ形成に最大限に活用させようしている取

り組みとして、この島根県での事例を中心に、21世紀の日本経済の鍵を握る

と見られる情報化投資のあり方について考察しつつ、地域からひとつのオル

タナティブを具体的に探ってみよう。

2　既存回線を利用した情報インフラ整備

　まず既存の回線を利用しながらイソターネットの接続サービスを実践して

いる二つの事例、昨年度の拙稿r地域イソターネットと地域情報化」2でも

2　拙稿「地域イソターネットと地域情報化」（島根大学法文学部紀要杜会システム学科編　経

済科学論集、第25号、1999年）。
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実例として紹介した、大杜町における有線放送回線を利用したイソターネッ

ト接続と、松江市のCATV回線によるイソターネット接続サービスのその

後の展開を見ながら、地方での情報イソフラ整備の有効活用例を見てみよう。

2．1大社町の有線回線を利用したインターネットサービス「だんだんネット」

　「地域イソターネットと地域情報化」でも紹介したように大杜町では、

1964年に開設された「有線放送」の回線による「有線電話」を利用したイソ

ターネット接続の事業が既に実用化の段階に入っている。3

　回線を保有している自治体自身がプロバイダになる、すなわち「第1種電

気通信事業」になるというのは法律上（電気通信事業法）の制約があるので

現実性は少ないということであった。そこで大杜町が自らイソターネット接

続サービスをやるのではなく、町内のr有線放送」の回線内の有志が集まっ

て1999年の3月からプロバイダrネットワーク地域利用研究会」（通称：だ

んだんネット）を立ち上げ、イソターネット接続のサービスを開始したので

ある。3月の開始時点ではだんだんネットの会員数は23人であったが、12月

時点では10倍以上の250名を超えるユーザーを抱えており、今年度（2000年）

に入ってさらに利用者の伸びが予想される。これは人口が約16，OOO人、世帯

数約5000のこの町の数字から見れば、非常に高い比率であると言えよう。

　もともと有線の回線を使って通信のサービスをすることが、有線放送に関

する法律上認められるのかどうかというところに間題があり、郵政省でも検

討中であったが、大杜町のケースではこの業者に第2種電気通信事業、すな

3　簸川郡大杜町では、1964年に「有線放送」を開設して以来、町内において放送による情報伝

達、緊急時の通信手段として、地域に密着した情報の提供媒体としての役割を果たしてきた。大

杜町ではこの回線を利用した「有線電話」のサービスを昔から行ってきた。すなわち町内であれ

ばどこでも1ヵ月定額料金で電話をかけられるという仕組みで、町内の世帯の約9割が加入しい

る。これが、情報量の増大とそれに対応した設備の不備・老朽化から状況に則した対応ができな

くなってきていた町では、1996年から設備の改修を行い、光ケーブルを採用することで放送機能

の充実を実現した。そこで、この「有線放送」の回線内にイソターネットと接続可能な、いわゆ

るプロバイダが存在するならば、その自治体にいるユーザーにとっては「有線電話」の使用料金

でイソターネット接続が可能になる（前掲書43頁参照）。
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わち第1種電気通信事業の回線を利用してサービスを行うプロバイダーとし

ての届けは既に受理されている。そうなると回線を提供する自治体は事実上

第1種電気通信事業を行っていることになる。

　一方、市町村などの自治体がプロバイダ業をしようとした場合、民間で既

に運営されているプロバイダにとってクラウディソグ・アウトになってしま

うのではないか、という主張も当然存在する。だが、大杜町のケースのよう

に、民問にとって採算べ一スに合わず、民問の進出が困難な地域において行

われるのならば、問題はないと思われる。

　現行の法規制の元ではかなり制約があるが、このように自治体でも事実上

第1種電気通信事業者の免許が取れるというのは、地域での情報イソフラス

トラクチャーの整備、さらには地域でのイソターネットビジネスの利用とい

う点で極めて大きな可能性があると言えよう。特に、有線放送回線を有して

いる自治体では既に有線を使った通信（オフトーク通信）などで第1種電気

通信事業者の資格を有しているところもあり、後述する赤来町のCATV敷

設の例のように、これを利用して自治体が主体となってイソターネットプロ

バイダ業サービスを行うケースも出てきている。

　さらに、こういった法律的・技術的な面以上に注目すべき点は、「有線放

送電話」はいくら定額料金とは言え、地域内のみで使える電話だけのメディ

アであったのだが、イソターネットヘの利用によって新たな情報イソフラと

して機能しつつあるということである。これに後述のADSLなどの技術を

組み合わせれば、既存の回線を利用した高速なネットワーク環境ができあが

るであろう。

　そして、行政ではなく、地域の経済人を含む民問の有志によって立ち上が

ったrだんだんネット」ことrネットワーク地域利用研究会」が回線の整備

だけを主目的においているのではなく、その回線を利用した地域振興を考え

ている点である。4多くの地域情報化プラソが「地域版情報スーパーハイウ

ェイ」と称して回線の敷設のみに巨額な投資を行㌧＼その利用方法に関して

明確なビジョソを持たないまま展開しているのに対して、こういった民問中
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心による既存の回線を有効に活用した利用方法は、一つのオルタナティブを

提起するであろう。

雀鵬鮒搬榊．｛㈱響蟻ゆ鱗紬鱗、鶯郷

　　　　　　　　畿畿縫
　　　　　　滅鍍灘

大杜町の有線回線を利用したイソターネットサービスrだんだんネット」のホームページ

　　　　　　　　　　　　　　http〃wvrw　d．andan　gr〕p／

4　「この地域の中でのコソピュータ通信の有用性を考え、自分の暮らしの中で実際に役立つも

のとなる為には、他地域のしかも遠く離れたイソターネット接続業者とのダイヤルアップ接続で

なくこの地域の中に華って、より利便性を図られたものであることが必要と考えております。

もっと安価に、もっと手軽に、もっときめ細かくです。そこで、当地域にはられた独自の通信網

大杜町有線放送電話『ご縁ネット』の回線を使いツトワークを組み、自分たちが自分たちの為に

この地域に暮らす生活者として運用する。そしてこの地域におけるネットワークの利用法を探っ

て行くことを主旨としています。」（「ネットワーク地域利用研究会」設立趣旨より）。
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2．2　CATVのインターネット利用

　アメリカの情報スーパーハイウェイ構想に対抗して、日本でも1994年の電

気通信審議会答申で出された各家庭まで光ファイバーケーブルを敷設すると

いういわゆるFTTH（ファイハー　トゥ　ザ　ホーム）構想5は、財政上の

問題で事実上立ち消えとなっており、代わりにADSL6や衛星通信を使った

イソターネット接続、そしてCATV7網を利用したイソターネット接続8が

注目され始めている。80年代のニューメディアの時期にキャプテソ・システ

ムと同様に各自治体に設置・開局されたのが地方CATV局である。既に

CATVが普及しているアメリカではこのCATVを利用したイソターネット

接続サービスが常識となっているが、アメリカと比べCATVのビジネスが

低調であった目本でもこの新しいサービスや、それを利用したビジネスの展

開が期待されている。もともとCATVに使用される回線は映像伝送のため

に光ファイバーのような高速・大容量の回線を使用しており、この特徴をイ

ソターネットサービスに利用しようというのである。このモデルでは月額の

ケーブルテレビ視聴料に加えて、数千円のイソターネット定額使用料が加算

される。

5　郵政省は諮間機関である電気通信審議会に「21世紀に向けたあらたな清報通信基盤の整備の

在り方について」諮間を行い、同審議会は1994年5月30日に「21世紀の知的杜会への改革に向け

て一唐報通信基盤プログラムー」という答申を行い、2010年までに全家庭にまで光ファイバー・

ケーブルを張り巡らす計画FTTH（ファイハー　トゥ　ザ　ホーム）構想を打ち出した。ここで

は光ファイバー敷設による市場効果だけでなく、それに関連したマルチメディア産業の市場創出

について試算している。NTTも2010年までに各事業所や家庭にはりめくらされている電話線を

光ファイバー・ケーブルを多用した高規格・多目的のケーブルに置き換えるB－ISDN（Broad－

ISDN：広域帯のデジタル総合通信網）計画を持っていた。

6　ADSL（Asynmetr1c　D1g1ta1Subscr1ber　Lme）電話交換機を経由せず、既設の電話回線のみ

を利用して高速イソターネットアクセスを行う方法。家庭と電話局を結ぴ、下り回線を1．5～9

Mbps、上り回線を！6k～1Mbpsで接続する非対称的なデジタル伝送方式。この方式では電話線の

銅線を利用するという意味で、光ファイバーなどの設備投資が不要である反面、ケーブルの長さ

により信号減衰が生じるため、5～7キロの距離が限界である。

7　CATV（Cab1e　TV有線テレビ）光ファイハー　ケーブルなどを利用してテレビ放送サーヒ

スを行うこと。アメリカでは80％の世帯に達するほど普及率は高い。目本では難視聴地域対策と

して始まったが、近年は多チャソネル化、衛星放送、ハイビジョソなどを取り入れた都市型CA
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　ただし、CATV業者がイソターネット接続サービスをやる場合には、前

述の有線放送回線を利用したイソターネット接続と同様に第1種電気通信事

業者の許可を取らないといけない。CATV業者は「放送」を行っているの

であり、基本的に「通信」を行っているわけではないのである。だが「規制

緩和」によってCATV業者のイソターネットプロバイダサービスは後述の’

ように進んできており、さらに自治体レベルでも99年の8月、国土庁の支援

事業として開局した島根県赤来町のCATV局（赤来町が運営、町内全世帯に

CATV網を設置、ケーブルモデムの設置と追加料金でイソターネット接続

サービスも利用できる）は、大杜町と同様の既に町が取得していた「有線放

送電話」の資格による許可でイソターネット接続サービスを行った。．

　このような技術の進歩もあらて、このように、「有線放送電話」でNTT

などの通信事業者と全く同じようなサービスができるとなると、こんどは、

「通信」「有線」と分けている根拠が無くなって（「有線」は「通信」の例外

的なものという位置づけ）融合化に抽車をかけるであろう。

　所轄官庁の郵政省自身もこの融合化の道には積極的であり、地域での情報

イソフラを整備させていくという視点からもCATV業者のイソターネット

接続とプロバイタ事業化、すなわち「通信」事業への参入には削向きである。

間題は地域における他め民問プロバイダとの競合であろう。この点は、地域

での消費者の保護と全般的な産業の育成といった視点が求められる。低額料

金による電話線接続と、付加料金による専用線接続の選択、市場のすみわけ

は可能であると思われるし、後者に関しては、今後地域での企業二一ズの掘

り起こしが求められるであろう。

TVが普及しつつある。

8　CATV業者がケーブルモテムを介してイソターネソトプロハイダと専用線で結ひ、利用者と

の間もこれまでのモデムに代わりケーブルモデムを使用して接続サービスを利用する。CATVの

信号は中継局から光ファイバを通して下り8Mbps～30Mbpsの速度で送られ、光変換によって各

家庭のテレビ端末に同軸ケーブルによって2Mbps～14Mbpsの速度で転送される。この同軸ケー

ブルに分配器とケーブルモデム（5万円程度）を取り付け、パソコソ端末に10BaseTでLAN接続

することによって、自宅のパソコソ端末が専用線接続、すなわち24時問イソターネットに常時接

続された状態になるのである。
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　目本では1996年10月に武蔵野　三鷹ケーフルテレビがこのイソターネット

接続の事業を開始し、97年から始まったCATVイソターネットフェスタな

どを経て、99年4月現在で59杜のCATV局がイソターネット接続事業を行っ

ている（図3参照）。2000年の段階では既に1OO杜を超えている。
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　　　　図3　CATVイソターネットサービろ雫業者数の推移
　　地域情報化研究会編『次世代地域情報化ビジョンICAN21構想』
　　　　　　　　　（1999年、ぎょうせい）より

　武蔵野・三鷹ケーブルテレビも定額のCATV料金に加えてイソターネッ

ト接続料を月2000円とし、さらに追加料金なしで市内電話の接続サービスを

行っている。

　ただし、CATV局は地域ごとの業界育成がなされてきたが、規制の緩和

により外資系導入が活発化し、アメリカ大手のタイタスやTCIを中心に系

列化が進んできており、今後各地域CATV会杜もこの荒波にもまれる可能

性も強い。その中で、地域のCATV会杜が地域の産業・経済と結び付いて、

イソターネットビジネスが進展していくなかでどう発展をとげるのかが注目

されるのである。
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23松江市におけるCATV回線のインターネット利用

　山陰地域でのCATV業者のイソターネット接続の動きについても拙稿r地

域イソターネットと地域情報化」9で紹介したが、島根でも松江市の山陰ケー

ブルテレビジョソ株式会杜（通称　マーブルテレビ）を中心に同様にケーフ

ルモデムを使ったイソターネット接続の実験を開始し、CATVの回線を利

用したイソターネット・サービスの開始も現実化しつつある。

　山陰ケーブルテレビは1986年12月1目開局し、放送サービスエリアは主に

松江市橋南地区と橋北地区である。中国地域の情報高度化と活性化を目指し、

低廉で利便性の高い情報イソフラの実現とこれを利用したコソテソツの開拓

に向げて、中国地域CATVネットワーク推進協議会（CCNK）が設立され、

マーブルテレビも幹事会員として参加している。中国地域のCATV網を相

互に接続し、スケールメリットを活かした経済的な地域情報ネットワークを

構築して、イソターネット高速接続実験を1998年11月から行っている。

　実験の内容としては、rイソターネットの高速・大容量接続実験」、生活情

報、高速性を活かして動画像をイソターネットで配信するイソターネット放

送や定点観測などの動画像配信、IPネットワークを使った電話機能を付加

しCATVイソターネットの優位性を活かしたrコソテソツ実験」、rCATy

ネットワーク」相互問での映像受　配信実験、保守管理体制の一元化　ノウ

ハウの共有などrネットワークの最適な保守　運用管理の検証」がある。山

ロケーブルビジョソや目本海ケーブルネットワークなどのケーブルテレビ局

がネットワークでつながれ、さらに広島県にある通信サービスネットワーク

セソターからイソターネットに接続している。また地域密着型コソテソツの

充実のためには、「LoCo（Loca1Commun1cat1on）Magaz1ne」というCCNK

のホームページを掲載している。10

　このCATVのイソターネット利用はまだ実験段階の域を出ないが、注目

9　拙稿「地域イソターネットと地域情報化」44頁～45頁。

10　CCNKのホームページ「LoCo（Loca1Communication）Magazine」は、
http〃www　ccnk　ne］p／mdex　htm
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すべき点は、この実用化と平行してCATV会杜がCATV網のユーザーの拡

大を一般消費者から企業へと転換してきていることである。CATV視聴目

的ではなく、明らかにイソターネット専用線利用を目的にした、企業ユーザー

の獲得であり、利用目的もイソターネット・ビジネスが中心となることが予

想される。

　また、この山陰ケーブルテレビジョソと、イソターネットプロバイダーの

セコム山陰、そしてファクス情報会杜のあうるネットの、異なる通信媒体を

持つ三杜が、複数メディアによる商店街活性化の試みをしている。松江駅前

通の商店会が発案し、これらのメディア企業の情報媒体を利用して商店街の

イベソトやセール、商品情報などを流し、顧客維持や拡大を図ることを目指

しているのである。1999年の夏には周辺の4商店街（天神町、白潟本町、京

店、南殿町）を含めた取り組みに発展、市中心部の商店街情報システムとし

て稼動している。

　イソターネット上にサイバーショッピソグモールを作る取り組みは各地で

も行われているが、こういった複数のメディアをミックスさせた取り組みは

他に例を見ないであろう。情報イソフラを地域の産業の活性化に役立てよう

とする、民間企業の新しい取り組みとして注目される。これに先のCATV

網のイソターネット回線としての利用が進めば、相乗効果が表れることが予

想される。

　日本の地域CATV局は、難視聴地域解消と民間放送局の少ない地方のチ

ャソネル選択幅拡大のために、行政が主導する形で町村が経営主体となって

いたり、市レベノレでは第ニセクター形式などを使った経営主体で運営されて

いる。そこで公共性も強いものとなっていることから、このイソターネット

接続サービスに関しても経営の視点と同時に地域への情報イソフラストラク

チャーの整備という公共的な視点が求められるのは当然であるが、同時に今

後は地域経済の振興という経営的な視点も求められるであろう。
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3　コミュニティ国ネットワーク

　エレクトロニック・コミュニティ、すなわち情報インフラを通じてサイ

バースペースだけでコミュニティを作るのではなく、これを地域のコミュニ

ティ形成に活用させようというというプラソは、今後激化が予想されるイソ

ターネット・ビジネスの中で、地域杜会がどのように発展し、そして地域ビ

ジネスを支援するか、という側面からも考えなければいけない課題である。

そこで、情報化先進国のアメリカにおいても、近年進められているコミュニ

ティ・ネットワークについても触れておく。

　コミュニティ　ネットワークが整備された背景には、広大な国土と多大

な人口をかかえ、情報媒体が非集権的で多くの重要な決定は地域レヘルで行

なわれることが一つと、情報スーパーハイウェイ構想だけでは，直接，地域

コミュニティの発展や生活の質の向上にあまりに結びつかないのではないか

という認識が広まづているということがある。

　情報スーパーハイウェイ構想や、それから発展したNII11は全国的なネ■ツ

トワークであり、そこを流れる情報は，どちらかというと全国的な情報であ

って地域性は少ないと考えられていた。したがって，実生活に直接関わりの

ある地域住民同士の対話などには適さない面があった。こうしたことから，

地域コミュニティに対応していくためには，NIIだけでは不十分であり，ロー

カル性をもった生活道路としてのコミュニティ・ネットワークが必要とされ

ているのである。

　また，コミュニティ・ネットワークは，個人がこの高速大容量ネットワー

クに接続することによりイソターネットヘの快適なアクセス環境を得るとい

11　NII（Nat1ona1Informat1on　Infrast1ucture全米情報基盤）、GII（Groba1Informat1on　In－

frastructure：世界情報基盤）2015年までに全米各地に通信ネトワーク、コソピュータ、データ

ベース、家庭用情報機器によって張り巡らされる情報基盤を構築し、双方向のネットワークをつ

くることをめさしてアルバート・ゴア副大統領（候補）の「情報スーパーハイウェイ構想」であ

ったが、クリソトソーゴア政権の成立により、これは規制緩和をみこした通信と放送の融合によ

るNII構想、そしてGII構想へと発展してきた。
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う，プロバイダとの接続道路としての役割も兼ね備えている。

　米国は，目本のような単一的な全国的メディア市場で構成されているので

はなく、多種多様のメディア市場が重なり合って全体のネットワ←クが構成

されており、米国の非集権的な性格が各地でコミュニティ・ネットワークを

発展させているということができるのである。

3．1　コミュニティ・ネットワークBEV

　コミュニティネットワークの一例としてアメリカで現在行われている地域

情報政策であるバージニア州ブラックスバーグによるBEV（B1acksburg

E1ectron1c　V111age）を紹介しよう。

　BEVの構想はブラックバーグ市やベルアトラソティック杜といった官民

の協力と、V1rg1n1a　Tech大学の努力によってより広がりのあるものになっ

た。BEVはその基礎をイソターネットに置いている。

　BEVの概念が生まれたのは1991年の初めであった。その時Virginia

Tech大学ではデータネットワークによって構内で自由な発言が繰り返され、

そしてブラックバーグに住む大学の学都教授や職員、学生が広く利用できる

方法を研究しはじめた。この研究はブラックバーグ市とベルアトラソティッ

ク杜の、町に住む全ての市民がイソターネットを利用できるようにするとい

う提案と一緒にさせる影響力になった。その後の2年間がデジタル交換設備

や光ファイハーなど町の情報基礎設備の準備に費やされた。そして1993年10

月に企業のウイソドウから公式に開始された。当初はダイアルアップよる提

案だった。

　今日ではBEVの働きがフラックハーク市の毎日の活動を支える新しいコ

ミュニケーショソツールとして浸透し、ブラックバーグ市や地域市民グルー

プ、個々の市民にとって確実に親密なものになっている。1997年までにブラ

ックバーグ市民の60％以上にもなる36000人がこの基本設備を使ってイソ

ターネットを利用し、250以上の企業がオソライソで広告を出しており、そ

の数はブラックバーグ市の地域の約70％を占めている。この地域の会杜は完
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全に直接回線を引きイソターネットを高速利角できるようにしている。ブラ

ックバーグの至る所にあるネットワーク設備を使えば、この地域の企業は世

界的広がりがもてる仕事を簡単に行うことが出来るのである。

　BEVは1992年に行政，大学，民間企業との問でネットワーク共同開発

利用の提携が結ばれ，官民共同型のネットワークとしてテストが開始され、

翌93年には，事務所（BEV　off1ce）が設置され，ユーザー登録業務，運営業

務，訓練，教育業務をおこなっている。

　このネットワークは、基幹網としてバージニア州の3つの大学間を光ファ

イバとATM交換機を用いて接続された技術が発端となっており，その後，

行政機関，図書館，警察、大学などが次々と参加した。家庭やオフィスなど

からの情報伝達もこの基幹網を利用し，さらに各地域のプロバイダや大学に

設置されたリモ　トアクセスサーハなども基幹回線を利用している。

　BEVは，市内の大半の家庭　オフィス　教室を接続し，多様なサービス

を提供することを目的としており，住民などからの接続はダイヤルアップ接

続を主体とし，大学に設置されているサーバに公衆回線を利用して接続する。

学校は，イソターネットやローカルイーサネットに接続されており，市内の

全ての学校がイソターネットに接続可能となっている。

　このネットワークを利用して，全ての学校がイソターネット・ホームペー

ジを開設しているほか，州の博物学を遠隔授業により実施し，住民は，ブラ

ックスバーグ・ホームページにより各種情報を検索したり、情報交換をした

り、オソライソ・ショッピソグなどを利用しているのである。また学校と家

庭がメール交換によってつながっているなど、日本の地域でも応用できそう

なサービスがたくさんある。

　このように官民と、地域企業と市民とが一体となってイソターネットを

ツールとして地域のコミュニティ建設に活用しており、それが地域経済の発

展や雇用の拡充にもつながってくるのである。12

12B1acksburg　E1ectron1c　V111ageのホームページ、http〃wwwbev　net／ful1mdex　htm1
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3．2　目本におけるコミュニティーネットワークの可能性

　目本においてもコミュニティーネットワークの一例として、岐阜のエレク

トリックコミュニティのように成功例は見られる。岐阜の情報がこのウェッ

ブにいくと全部見られる。岐阜の新聞、テレビ、それから岐阜県庁、市役所、

町役場、村役場、観光情報、地域コミュニティの伝言板的機能、岐阜にある

大学、企業の情報、技術開発の情報全部ここで手に入る。これを開発したの

は岐阜県ではなく民問企業の西濃運輸で、エレクトリックコマース＝電子商

取引から一歩ぬけでてもっと高度なものエレクトロニック・コミュニティま

でを考えた企画である。13

　ただし、これを民問企業べ一スにまかせるのであれば、情報化の取り組み

とその投資差額の拡大によってあらたな地域格差が生じる可能性がある。え

こで、特に地方ではこの分野での新たな公共投資：情報イソフラストラクチ

ャーの整備が望まれる。

　地方分権が叫ばれ、都市部と地方の格差を緩和しようという議論が活発に

される現在、そのために地域を情報化する必要性　重要性は広く認識されて

いると言えるだろう。郵政省や建設省、国土庁やさらには農林水産省までが

独自に地方自治体の情報化事業を支援するプロジェクトを行っていることか

ら、政府も地域の情報化を重視していることが分かる。本来地方自治体の問

題とはあまり関わりがないように思われる省庁が、まるで競い合うように市

町村の情報化計画に莫大な予算を与え、立派な設備や施設を建設しているの

である。14

　情報化投資が地域経済の活性化や地域のコミュニティ拡充に活かされるた

めには、このような道とは異なるオルタナティブが求められるのである。

　一方で行政が情報イソフラの整備だけに遜進するのでなく、そのイソフラ

を使った各種の住民活動を支援しているケースも見られる。

13　岐阜のエレクトロニック・コミュニティ（西濃運輸によるショッピソグモール）

http：〃ma11．gifu－togo．grjp／index．htm

14　島根県の仁多町のケーブルテレビ設置は農林水産省の補助によるものであった。
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　三重県の県民NPOネットワークは、「ゴ重デジタルコミュニティズ研究

ネットワーク事業　広域生涯学習ネットワーク事業」の一環として、1999年

度より運用開始、県内の複数のCATV局を相互に接続することにより広域

的な双方向ネットワークを構築し、家庭向けに各種行政情報を発信するとと

もに、生活者としてのコミュニティ参加を促進している。

　具体的内容としては、イソターネット放送局でNPO活動に関する番組を

はじめ、各種行政情報をイソターネット経由で県民に配信することで、杜

会貢献への意識啓発に役立てたりしている。15

　また徳島県のボラソティア情報ネットワークもr情報ふれあいネットとく

しま創造事業」の一環として、1999年度より運用開始。ボラソティアに関わ

る情報のテータベース等を構築し、県民に提供するとともに、ボラソティア

活動を希望する県民相互の交流を促進する。

　インターネット上で、ボラソティア団体などが一定の基準の下に、自由に、

活動に必要なデータベースの構築、及び電子掲示板・電子会議室の解説が出

来るようにする。データベースは、ボラソティア団体・ボラソティアをやり

たい人、ボラソティアを求める人の情報を登録すると、自動的に情報のマッ

チソグが行われ、二一ズとしシーズが合致すると双方に電子メーノレ通知する

機能を有しており、また電子掲示板・電子会議室はボラソティア活動に関わ

る諸情報の提供と、ボラソティアに関わる県民等の相互交流の場を提供して

いる。16

　そこで、このコミュニティ・ネットワークを中心に、今後のイソターネッ

ト・ビジネスの地域での展開の可能性を考えてみる必要がある

　この島根県でもコミュニティを基軸にした官民と地域企業がが一体となっ

た他県にひけをとらない取り組みがあり、イソターネットの展開、地域での

情報イソフラストラクチャーとして整備される可能性がある。この点はエレ

クトロ；ツク・コミュニティヘ進む点として評価されるであろう。

15三重県県民NPOネソトワークhttp〃wwwprefm1e］P／JOHOS／p工an／dcsnet／

16徳島県ポラソティア情報ネットワークhttp：〃w町w．nmt．co．jp／テoucan／paso－v．htm
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4　コミュニティ・ネットワークとしての地域情報化

　先に紹介した岐阜の例はエレクトリックコマース＝電子商取引から一歩ぬ

けでてもっと高度なエレクトロニ・ソク　コミュニティまでを考えた企画であ

った。またコミュニティ・ネットワークBEVも官民と、地域企業と市民と

が一体となってイソターネットをツールとして地域のコミュニティ建設に活

用している貴重な経験である。このように地域の情報化を、ただ単にライン

としての情報イソフラを整備するだけでなく、地域のコミュニティ建設、さ

らにはイソターネット・ビジネスも巻き込んだ地域経済の活性化へとつなげ

ている先進的な取り組みが、この島根県にも存在する。1995年に産声をあげ、

現在も島根県の情報化にとって欠かせない役割を担っている情報化ボラソテ

ィア「プロジェクト23」である。

4．1情報化ボランティア

　プロジェクト23はパソコソ通信の会議室からスタートしたグループであ

る。イソターネットの普及が地域でも始まっていた1995年、地域の草の根の

パソコソ通信伸問が地域の情報化を促進するグループとして旗揚げし、今目

に至っている。17

　従来のボラソティア活動は福祉や教育に偏りがちであったが、情報化ボラ

ソティアとしてボラソティア活動の新しい展開を見せたこの組織の特徴は、

行政や大学のメソバーに交じって、地域の情報関連の企業が一緒に活動して

いる点である。島根県の情報化をすすめるボラソティア活動に関ることによ

って、情報産業の発展にも大きな見返りがあるという点である。

　そしてそのボラソティア活動も、情報イソフラを有効に活用させることに

主眼を置いた、パソコソ・イソターネット教室、パソコソの病院の定期的な

開催、パソコソのリサイクル＆リニューアル運動、障害者や高齢者のための

情報機器、情報サービスの支援、地域でのイソターネット接続のためのガイ

！7プロジヱクト23の23という名前は、当時松江情報セソターのパソコソ会議室の23番会議室を

利用していたのが由来である。
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ドブック18発行、というように多岐に渡っている。この取り組みの中から新

たな情報化の種が芽生え、新しいアイデアをもとに地域の情報化、さらには

地域産業の活性化につながる事例が数々と生まれている。このメソバー同士

が新たなビジネスの種を見つげ、新しく情報ネットワークをエソジニアリソ

グする企業19も生まれたり、障害者や主婦のためのSOH020を利用したイソ

ターネットビジネスの取り組みも行われている。

　もちろん、先の大杜町の有線回線を利用したイソターネット接続にも、

CATVのイソターネット利用にも、このプロジェクト23が大きく関っている。

　　　　プロジェクト23のホームページ
http／lwww　web－san1n　co〕p／or／shakyou／pro23htm1

18杜団法人　島根県情報産業協会編rしまねネットワークガイド」（1998年、谷口印刷）

19ネットワーク応用通信研究所（http：〃www．net1ab．co，jp／）はこのグループの中から生まれた

企業であり、今やWindowsに変わるOSとしてビジネス関連も含め一般的なOSへと普及して

いるLinuxによるアプリケーショソ、ネットワークシステムの開発・販売を全国的に行っている

先進的な企業である。

20SOH0（Sma110ff1ce　Home　Off1ceの略）個人事業者や個人、あるいは小規模の事業所が

ネットワークを中心としてビジネス活動を行う形態（ビジネス形態やシステム、ネットワーク環

境）のこと、
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　プロジェクト23が先駆例となり、とりわけ障害者や高齢者などの、パソコ

ソやネットワーク活用の推進のためのパソコソボラソティアが、県内に出来

上がりつつある。そして県内各地で活動している、パソコソボラソティア（情

報ボラソティア）の連絡組織である、しまねネットワーク連絡会議も結成さ

れた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　さらに画期的なこととして、この「パソコソボラソティア」のさらなる育

成と連携を持たせる場として、1999年11月に開催される「全国マルチメディ

ア祭’99inしまね」の開催にあわせて、rパソコソボラソティアサミット」

が開催された。

　rパソコソボラソティア」を名乗る組織は全国にも続々とできあがりつつ

あるが、その多くがパソコソを利用した障害者や高齢者の杜会参加を主眼に

おいている。それ自体は意義のあることであるが、この島根県の例のように

情報化　般を推進するボラソティアとして活動し、しかも地域の企業が多く

参加している例は全国でも希であり、注目もされている。

42地域情報化の才ルタナティフ　ふたたひ

　繰り返しになるが、今全国各地で展開されている多くの地域情報化プラソ

はr地域版情報スーパーハイウェイ」と称して回線の敷設のみに巨額な投資

を行へその利用方法に関して明確なビジョソを持たないまま展開している。

これはまさに拙稿r地域イソターネットと地域情報化」の末尾r地域情報化

のオルタナティブ」21でも指摘したように、r情報化投資」が閑古鳥の鳴く

マルチメディアホールと誰も使うことのない高価な端末のみを残し、そして

全国展開をする巨大独占企業のための情報イソフラストラクチャー＝高速デ

ジタノレ通信網の整備が結果的に残ってしまう道に他ならない。ただ、その時

点では具体的な「オルタナティブ」を示すことはできなかった。

　しかしながら、この問の経済的にも情報化の面でも後進県と言われる島根

21拙稿「地域イソターネットと地域情報化」49頁～51頁参照。
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県を中心とした調査を通じて（特にいくつかのプロジェクトに関してはその

当事者として関る中で）、この地域から今後の情報化投資のあるべき姿を示

すひとつのオルタナティフを具体的に提示することができたと思われる。

　まず既存回線を有効に活用しているケースとして、r地域イソターネット

と地域情報化」でも取り上げ、昨年から引き続き調査している大杜町の有線

放送回線を利用したイソターネット接続と、松江市のCATV回線利用のイ

ソターネット接続について、その後の展開を追ってみた。その過程で、巨額

な投資をすることなく既存の設備を有効に活用し、さらに地域経済、地域振

興と結び付げており、今後も新たな技術を導入しながら発展していく可能性

について確信を持てた。

　特に大杜町のケースは、遅れた地域であるが故に設備として存在していた

有線という、都会には存在しない回線を有効に活用し、巨額の投資をするこ

となく地域の人が利用できる設備で、世界的なネットワークであるイソター

ネットに参加できる条件をつくり、なおかつそれを地域の振興、地域経済の

発展につなげていこうという事例である。そして、過疎という問題をかかえ

る地域にとっては大きな展望、希望をもたらすものである。このような展開

が可能になったのは、地域の経済人を中心とした民間主導による、地域に対

するビジョソを持った取り組みであったからであり、町や郵政省などの行政

都門がそれをうまくバックアップしてきたと言えよう。こういった民問中心

による既存の回線を有効に活用した利用方法は、全国にも先駆けた先進的な

事例であると言えよう。

　次に、このような回線を地域の振興にどうやって活用していかなければい

けないかを具体的に提起していく必要がある。その点で全国的なプロジェク

トである情報スーパーハイウェイの欠点を克服する形で進められている、コ

ミュニティ　ネットワークBEV（B1acksburg　E1ectron1c　V111age）に代表さ

れるような取り組み、そして日本でも見られるエレクトリックコマース＝電

子商取引から一歩ぬけでたもっと局度なエレクトロニック　コミュニティの

取り組みには期待がもてる。これも前記のものと同様に民間の企楽が地域と

sokyu

sokyu



168

密着する形で取り組みを進めており、今後のイソターネット　ビジネスの地

域での展開の可能性を示している。

　その中で最後に紹介した「プロジェクト23」に代表されるパソコソ・ボラ

ソティアの取り組みは、情報イソフラを有効に活用するだけでなく、そこに

巨大資李とは異なる地域の民問企業が積極的に参加することによって、民間

企業をも含めた地域経済のコミュニティ・ネットワークを形成しうるもので

ある。そして、イソターネット・ビジネスの地域での取り組みに大きな効果

を発揮し、様々な成果を現出させている。それはもはや「可能性」の段階で

はなく、既に実現、実践されているものであることを、本稿の叙述が示して

いるものである。
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